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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期連結
累計期間

第59期
第２四半期連結

累計期間
第58期

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年６月30日

自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

売上高 （百万円） 2,618 2,208 5,609

経常利益 （百万円） 188 449 392

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 113 336 131

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 114 353 147

純資産額 （百万円） 1,915 2,605 1,941

総資産額 （百万円） 3,322 5,100 3,544

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 28.38 81.00 32.53

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 26.70 80.18 30.77

自己資本比率 （％） 57.5 46.6 54.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 125 497 441

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △36 △306 △25

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2 458 15

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 1,577 2,573 1,916

 

回次
第58期

第２四半期連結
会計期間

第59期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 2.59 48.66

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　　２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、第１四半期連結会計期間及び第２四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を追加しておりま

す。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の

「Ⅱ　３．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。

また、主要な関係会社における異動については、以下の通りです。

 

（インフルエンサーマーケティング事業）

2022年１月14日付で、株式会社ＶＡＺの株式を取得したことにより、同社及びその子会社１社を連結子会社化して

おります。

 

（ＡＩ・ビッグデータソリューション事業）

2022年５月30日付で、株式会社キーウォーカーの株式を取得したことにより、同社を連結子会社化しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

新型コロナウィルス感染症による事業への影響につきましては、引き続き今後の状況を注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を適用しております。

そのため、当第２四半期連結累計期間における経営成績に関する売上高の説明は、前第２四半期連結累計期間と

比較しての増減額および前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであり

ます。

 

当第２四半期連結累計期間（2022年１月１日～2022年６月30日）における日本経済は、新型コロナウイルス感染

症蔓延の再度の拡大が経済に大きな影響を及ぼす中、経済活動の制限緩和が徐々に進み景気回復の兆しがあるもの

の、原材料高・原油高による物価高騰や急速な円安等の為替動向の懸念等により、景気の先行きは依然として不透

明な状況が続いております。

こうした中で、当社グループは、前連結会計年度に引き続き、新規リテイナー顧客の獲得と、新規顧客及び既存

顧客からのオプショナル＆スポット案件の獲得に注力いたしました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,208百万円、営業利益429百万円（前年同期比138.7％

増）、経常利益449百万円（前年同期比139.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益336百万円（前年同期比

195.8％増）となりました。

 

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

なお、当第２四半期連結累計期間においては、株式会社キーウォーカーの貸借対照表のみを連結しており、四半

期連結損益計算書には含めていないため、「ＡＩ・ビッグデータソリューション事業」についての記載を省略して

おります。

 

①ＰＲ事業

新規で国内及び海外のIT・情報通信・テクノロジー関連クライアントや、国内フードビジネス・食品・飲料関連

クライアントを獲得し、リテイナークライアント数は前年同期に比べ増加しました。オプショナル＆スポット案件

の売上高については、国内官公庁・地方自治体・各種団体のイベント案件業務や外資系のIT・情報通信・テクノロ

ジー関連クライアント案件を獲得、ペイドパブリシティ案件の売上高においても、国内官公庁・地方自治体・各種

団体の大型案件を受託しました。この結果、ＰＲ事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は1,936百万

円、営業利益417百万円（前年同期比131.7％増）となりました。

 

②インフルエンサーマーケティング事業

大型案件の継続受注の他、インフルエンサーの登録者数の漸増、自社チャンネル「MelTV」の再生回数の回復な

ど好材料が揃い、案件の問い合わせの増加から６月には過去最高の受注額を計上いたしました。この結果、インフ

ルエンサーマーケティング事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は272百万円、営業利益25百万円とな

りました。

 

(2) 財政状態の分析

（資　産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は3,763百万円となり、前連結会計年度末に比べ778百万円増加い

たしました。これは主に、現金及び預金が656百万円、受取手形及び売掛金が77百万円、未成業務支出金が33百万

円増加したこと等によるものであります。固定資産は1,336百万円となり、前連結会計年度末に比べ777百万円増加

いたしました。これは主に、無形固定資産が731百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は5,100百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,556百万円増加いたしました。
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（負　債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は1,568百万円となり、前連結会計年度末に比べ451百万円増加い

たしました。これは主に、一年以内返済予定の長期借入金が119百万円、前受金が68百万円、短期借入金が50百万

円、支払手形及び買掛金が70百万円増加したこと等によるものであります。固定負債は927百万円となり、前連結

会計年度末に比べ441百万円増加いたしました。これは主に、長期借入金が397百万円増加したこと等によるもので

あります。

　この結果、負債合計は2,495百万円となり、前連結会計年度末に比べ893百万円増加いたしました。

 

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は2,605百万円となり、前連結会計年度末に比べ663百万円増加いた

しました。これは主に、資本剰余金が40百万円、利益剰余金が278百万円増加したこと等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は46.6％（前連結会計年度末は54.2％）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ656百万円増加し、2,573百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果獲得した資金は497百万円（前年同四半期間は125百万円の獲

得）となりました。これは主に、株主優待引当金の減少17百万円、棚卸資産の増加18百万円、段階取得に関する差

益45百万円といった資金減少要因があった一方で、税金等調整前四半期純利益の計上502百万円、売上債権の減少

82百万円といった資金増加要因があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果支出した資金は306百万円（前年同四半期間は36百万円の支

出）となりました。これは主に、有形及び無形固定資産の売却による収入42百万円、連結の範囲の変更を伴う子会

社株式の取得による収入104百万円といった資金増加要因があった一方で、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

取得による支出424百万円といった資金減少要因があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果獲得した資金は458百万円（前年同四半期間は２百万円の獲

得）となりました。これは主に、長期借入れによる収入450百万円、自己株式の処分による収入153百万円といった

資金増加要因があった一方で、長期借入金の返済による支出97百万円といった資金減少要因があったことによるも

のであります。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した優先的に対処すべき当社グループの事業上及び財務上の課

題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,120,000

計 15,120,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,363,896 4,363,896
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 4,363,896 4,363,896 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年４月１日～

2022年６月30日（注）
37,800 4,363,896 4 542 4 483

（注） 新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

㈱新東通信 愛知県名古屋市中区丸の内3-16-29 1,437,396 32.97

㈱テクノグローバル研究所 東京都渋谷区神宮前6-34-20 552,800 12.68

真瀬　正義 東京都新宿区 190,000 4.36

谷　鉄也 愛知県名古屋市 159,810 3.67

共Ｐグループ従業員持株会 東京都中央区築地1-13-1 95,700 2.19

MSIP CLIENT SECURITIES（常任代理

人 モルガン・スタンレーＭＵＦＧ

証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON

E14 4QA, U.K．（東京都千代田区大手町1-9-

7）

86,900 1.99

山本　文彦 三重県四日市市 82,500 1.89

佐藤　友亮 東京都世田谷区 77,000 1.77

上村　巍 千葉県千葉市稲毛区 67,200 1.54

鈴木　泰弘 神奈川県横浜市青葉区 57,300 1.31

計 － 2,806,606 64.37

（注）上記のほか、自己株式が3,532株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,500 － 単元株式数    100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,358,600 43,586 同上

単元未満株式 普通株式 1,796 － －

発行済株式総数  4,363,896 － －

総株主の議決権  － 43,586 －

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

共同ピーアール株式会社 東京都中央区築地一丁目13番１号 3,500 － 3,500 0.00

計 － 3,500 － 3,500 0.00

（注）当第２四半期会計期間末日現在の自己名義所有の自己株式は3,532株であります。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次の通り交代しております。

第58期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＥＹ新日本有限責任監査法人

第59期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間　　 東陽監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,942,957 2,599,253

受取手形及び売掛金 891,026 968,673

未成業務支出金 124,984 158,571

その他 37,749 50,255

貸倒引当金 △11,483 △12,772

流動資産合計 2,985,233 3,763,981

固定資産   

有形固定資産 181,061 163,306

無形固定資産   

のれん － 684,986

その他 42,112 88,257

無形固定資産合計 42,112 773,243

投資その他の資産   

投資有価証券 105,094 98,989

関係会社株式 23,516 20,491

破産更生債権等 134,847 173,640

繰延税金資産 21,769 40,622

その他 185,285 239,639

貸倒引当金 △134,847 △173,640

投資その他の資産合計 335,665 399,744

固定資産合計 558,839 1,336,294

資産合計 3,544,072 5,100,275

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 331,658 402,447

短期借入金 － 50,000

１年内返済予定の長期借入金 162,948 282,918

未払法人税等 139,265 177,938

前受金 134,273 202,921

賞与引当金 67,023 115,834

その他 281,193 335,977

流動負債合計 1,116,362 1,568,037

固定負債   

長期借入金 427,799 825,621

退職給付に係る負債 14,775 15,732

その他 43,216 85,870

固定負債合計 485,791 927,224

負債合計 1,602,154 2,495,262
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 537,269 542,246

資本剰余金 492,367 533,125

利益剰余金 993,552 1,272,011

自己株式 △134,823 △2,342

株主資本合計 1,888,365 2,345,039

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 35,341 34,794

退職給付に係る調整累計額 △2,348 △1,603

その他の包括利益累計額合計 32,992 33,190

新株予約権 20,560 45,829

非支配株主持分 － 180,953

純資産合計 1,941,918 2,605,013

負債純資産合計 3,544,072 5,100,275
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 2,618,733 2,208,616

売上原価 1,171,442 1,054,869

売上総利益 1,447,290 1,153,746

販売費及び一般管理費 ※ 1,267,290 ※ 724,037

営業利益 180,000 429,709

営業外収益   

受取利息 10 11

受取配当金 230 216

受取賃貸料 3,686 3,954

為替差益 2,995 10,531

持分法による投資利益 3,409 3,539

助成金収入 1,055 4,754

その他 337 955

営業外収益合計 11,726 23,964

営業外費用   

支払利息 1,330 1,908

不動産賃貸費用 1,843 2,169

売上割引 404 －

その他 10 22

営業外費用合計 3,589 4,100

経常利益 188,137 449,572

特別利益   

固定資産売却益 － 7,289

段階取得に係る差益 － 45,845

特別利益合計 － 53,134

特別損失   

固定資産除却損 3,788 －

本社移転費用 14,972 －

特別損失合計 18,760 －

税金等調整前四半期純利益 169,376 502,707

法人税、住民税及び事業税 60,918 161,830

法人税等調整額 △5,124 △12,156

法人税等合計 55,794 149,674

四半期純利益 113,582 353,033

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 17,008

親会社株主に帰属する四半期純利益 113,582 336,025
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 113,582 353,033

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △822 △547

退職給付に係る調整額 1,490 744

その他の包括利益合計 667 197

四半期包括利益 114,249 353,231

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 114,249 336,223

非支配株主に係る四半期包括利益 － 17,008
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 169,376 502,707

減価償却費 25,366 22,937

のれん償却額 2,145 8,364

株式報酬費用 － 32,850

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,243 1,579

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,784 48,810

株主優待引当金の増減額（△は減少） △11,000 △17,211

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 1,600

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） △4,355 △7,969

受取利息及び受取配当金 △369 △228

支払利息 1,330 1,908

固定資産売却益 － △7,289

固定資産除却損 3,788 －

移転費用 14,972 －

持分法による投資損益（△は益） △3,409 △3,539

段階取得に係る差損益（△は益） － △45,845

売上債権の増減額（△は増加） △48,556 82,728

棚卸資産の増減額（△は増加） △24,391 △18,115

仕入債務の増減額（△は減少） △39,543 2,195

前受金の増減額（△は減少） 3,021 51,008

未払費用の増減額（△は減少） △4,009 △16,125

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,609 47,948

その他 36,542 △62,753

小計 123,840 625,561

利息及び配当金の受取額 207 79

利息の支払額 △1,327 △2,049

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 2,707 △126,107

営業活動によるキャッシュ・フロー 125,427 497,483

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,800 △3,500

定期預金の払戻による収入 7,000 3,500

有形及び無形固定資産の取得による支出 △43,294 △26,048

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 42,256

投資有価証券の取得による支出 △1,829 △1,838

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 － 104,571

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △424,777

貸付金の回収による収入 50 282

敷金及び保証金の回収による収入 3,750 －

保険積立金の積立による支出 △536 △536

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,661 △306,092

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 100,000 450,000

長期借入金の返済による支出 △67,147 △97,619

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4,346 △1,158

ストックオプションの行使による収入 41,773 9,762

自己株式の取得による支出 △21,246 －

自己株式の処分による収入 － 153,710

配当金の支払額 △46,943 △56,180

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,089 458,514

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,108 6,451

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,747 656,357

現金及び現金同等物の期首残高 1,488,836 1,916,930

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,577,584 ※ 2,573,288
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間において、株式を取得したことに伴い、持分法を適用していない関連会社であった

株式会社ＶＡＺ及びその子会社１社を連結の範囲に含めております。

　当第２四半期連結会計期間において、株式を取得したことに伴い、株式会社キーウォーカーを連結の範囲に

含めております。

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更として、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識し

ておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社および連結子会社の役割が代理人に該当する取

引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしておりま

す。

　また、従来販売費及び一般管理費として計上していた人件費等の一部を売上原価として計上しております。

これは、第１四半期連結会計期間より「収益認識に関する会計基準」を適用したことを契機に、サービスに係

る履行義務に関連するコストの位置づけについて検討した結果、コストの集計範囲を見直したことによるもの

であります。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,056,826千円、売上原価は472,764千円、販売費及び一般

管理費は584,061千円減少しております。営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益に与える影響はあ

りません。また、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契

約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。

 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　前連結会計年度の有価証券報告書（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウィルス感染症拡大の影響

に関する仮定について重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2021年１月１日
　　至 2021年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日

　　至 2022年６月30日）

役員報酬 67,450千円 70,250千円

給与手当 645,345 239,487

雑給 9,891 10,543

法定福利費 112,378 76,276

地代家賃 116,945 30,425

貸倒引当金繰入額 △1,243 1,629

退職給付費用 32,969 32,422

賞与引当金繰入額 58,138 39,735

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日
至 2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年６月30日）

現金及び預金勘定 1,614,187千円 2,599,253千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △36,602 △25,964

現金及び現金同等物 1,577,584 2,573,288
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年１月１日　至　2021年６月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年２月12日

取締役会
普通株式 47,365 12.00   2020年12月31日   2021年３月31日 利益剰余金

 

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月14日

取締役会
普通株式 57,566 14.00  2021年12月31日  2022年３月30日 利益剰余金

 

（２）基準日が当連結会計年度の開始日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、2022年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式190,000株の処分を行っております。この

結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が132,481千円減少し、当第２四半期連結会計期間末にお

いて自己株式が2,342千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

　当社グループは、ＰＲ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２

 ＰＲ事業
インフルエン
サーマーケ
ティング事業

ＡＩ・ビッグ
データソ

リューション
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,936,438 272,177 － 2,208,616 － 2,208,616

セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,847 33,203 － 36,050 △36,050 －

計 1,939,285 305,381 － 2,244,667 △36,050 2,208,616

セグメント利益 417,150 25,262 － 442,412 △12,703 429,709

 

（注）１．セグメント利益の調整額12,703千円には、のれん償却額8,364千円、各報告セグメントに配分して

　　　　　いない全社費用4,400千円等が含まれております。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

　２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　2022年５月30日付で、株式会社キーウォーカーの株式を取得したことにより、当第２四半期連結会計期間

より、同社を連結の範囲に含めております。これに伴い、当第２四半期連結会計期間より「ＡＩ・ビッグ

データソリューション事業」を新たに報告セグメントに追加しております。この影響により、ＡＩ・ビッグ

データソリューション事業のセグメント資産の金額は487,732千円増加しております。

 

　３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループの報告セグメントは、従来ＰＲ事業の単一セグメントでありましたが、第１四半期連結会計

期間より、「ＰＲ事業」、「インフルエンサーマーケティング事業」に変更しております。これは、株式会

社ＶＡＺ及びその子会社１社を子会社化したことによるサービス事業の展開に伴い、事業実態に即して報告

セグメントを変更するものであります。

　また、当第２四半期連結会計期間より、株式会社キーウォーカーを連結子会社化したことに伴い、「Ａ

Ｉ・ビッグデータソリューション事業」を新たに報告セグメントに追加しております。

　なお、株式会社キーウォーカーのみなし取得日を2022年５月31日としているため、当第２四半期連結累計

期間は貸借対照表のみを連結しております。

 

　４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　ＡＩ・ビッグデータソリューション事業セグメントにおいて、2022年５月31日をみなし取得日として、株

式会社キーウォーカーが新たに連結子会社となっております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間において684,986千円であります。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

　当社は、2022年５月26日開催の取締役会において、株式会社キーウォーカー（以下、「KW社」といいます。）

の株式を追加取得することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結しました。その後、2022年５月30日をもって

株式譲渡実行を完了したため、同社を連結子会社化いたしました。

 

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　名称　　　　　　　　　株式会社キーウォーカー

　　所在地　　　　　　　　東京都港区西新橋１丁目８－１ REVZO 虎ノ門４F

　　代表者の役職・氏名　　代表取締役 真瀬 正義

　　設立年月日　　　　　　2000年11月22日

　　事業内容　　　　　　　ビッグデータの収集・整理・蓄積・可視化・分析ソリューションの提供、自然言語

　　　　　　　　　　　　　処理エンジンの研究開発、ルーチン業務の自動処理システムの提供

　　資本金　　　　　　　　67,000,000 円

 

(2) 企業結合を行った主な理由

　当社グループは、近年多様化するPR市場において、成長領域であるマーケティングPRやSNSを中心としたイン

フルエンサーマーケティング、動画PR領域の強化に取り組んでまいりました。また、関係するメディアやクライ

アントのデータベース化を図り、PR領域における業務の分析、可視化、効率化、自動化をPR-DXと位置付けて推

進してまいりました。今後さらなるPR-DXを推進していくため、外部テクノロジーを活用して、より付加価値の

高いシステム開発やサービス開発を加速していく必要性を感じております。一方で、KW社は、様々なWEBサイト

から必要なデータを抽出する高度な独自のWEBスクレイピング技術を保有しており、WEBクローリング市場におい

て国内NO1のシェアを獲得（※１）しております。その独自技術により取得したデータを活用したビッグデータ

市場に留まらず、かねてより自然言語処理を用いたAI領域の研究・開発においても長年研究を重ねております。

当社とKW社では、昨年末よりKW社が保有するWEBスクレイピング技術をWEBクリッピング業務に活用するための共

同開発を進めてきましたが、こちらの流れに加え今後はPR-DXに必要とされるサービス開発を進めていくため、

KW社の株式を追加取得し、同社を連結子会社化することを決定いたしました。当社グループは、KW社を連結子会

社化することで、同社の保有する高度なWEBスクレイピング技術や収集したデータを可視化・分析する技術によ

るサービスを導入し、また、同社で取り組んでいる自然言語処理技術を活用することで、PR-DXを加速させるべ

く取り組んでまいります。

（※１）富士キメラ総研2021年8月発刊「ソフトウェアビジネス新市場2021年版」調べ

 

(3) 企業結合日

　2022年５月30日

 

(4) 企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式取得

 

(5) 結合後企業の名称

　名称に変更はありません。

 

(6) 取得した議決権比率

　企業結合直前に所有していた議決権比率　 4.1％

　企業結合日に追加取得した議決権比率　　57.3％

　取得後の議決権比率　　　　　　　　　　61.4％

 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が、現金を対価としてKW社の株式を取得したためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　2022年５月31日をみなし取得日としており、かつ、四半期連結決算日との差異が３か月を超えないことから、

貸借対照表のみを連結しているため、当第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書には被取得企業の

業績は含まれておりません。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
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　当事者間の合意により非開示とさせていただきます。

 

４．主要な取得関連費用の内容および金額

　アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　400千円

 

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　段階取得に係る差益　45,845千円

 

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

　684,986千円

(2) 発生原因

　取得した純資産の公正価値が取得対価を上回ったため発生しております。

(3) 償却方法及び償却期間

　5.33年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

 報告事項

合計
 ＰＲ事業

インフルエンサー

マーケティング事業

ＡＩ・ビッグデータ

ソリューション事業

リテイナー 1,121,619 － － 1,121,619

オプショナル＆ス

ポット
721,533 － － 721,533

ペイドパブリシ

ティ
93,285 － － 93,285

インフルエンサー

マーケティング
－ 272,177 － 272,177

ＡＩ・ビッグデー

タソリューション
－ － － －

顧客との契約から

生じる収益
1,936,438 272,177 － 2,208,616

外部顧客への売上

高
1,936,438 272,177 － 2,208,616

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

(１)１株当たり四半期純利益 28円38銭 81円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 113,582 336,025

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
113,582 336,025

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,002 4,148

(２)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 26円70銭 80円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 251 42

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月12日

共同ピーアール株式会社

取締役会　御中

 

東陽監査法人

東京事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　敦夫

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石川　裕樹

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共同ピーアール

株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共同ピーアール株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

その他の事項

　会社の2021年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係る

四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が

実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2021年８月12日付けで無限定の結論を表明しており、

また、当該連結財務諸表に対して2022年３月28日付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EDINET提出書類

共同ピーアール株式会社(E05477)

四半期報告書

24/25



・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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